
1 

鳥栖・三養基西部環境施設組合の財務書類の公表について 

 

 

 

  作成基準日 
 

作成基準日は、各会計年度の最終日となります。今回の平成３０年度決算分では平成３１

年３月３１日となります。なお、地方公共団体に設けられている出納整理期間（翌年度４月

１日から５月３１日までの間）の収支については、基準日までに終了したものとみなして取

り扱っています。 

 

 

  作成対象とする範囲 

 

区分 名称 

連結 

一般会計等 一般会計 

一部事務組合等 
佐賀県市町総合事務組合 

（非常勤補償等会計） 
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 １．貸借対照表 

 

地方公共団体の決算書は、１年間でどのような収入がいくらあり、その収入を何にいく

ら使ったか、という単年度の状況は把握できますが、現在どれだけの資産や負債があるの

か、という情報は把握ができません。 

この貸借対照表では、基準日現在でどれだけの資産や負債があるのかを把握できます。 

 

左側の「資産」は、保有する資産の内容や額が記載してあります。 

右側の「負債」及び「純資産」は、「資産」を形成するためにどのような財源措置をし

てきたかを表しています。 

「負債」は、今後、負担すべき債務であることから将来世代に対しての負担ととらえる

ことができ、一方で、「純資産」は、今後負担する必要性のない資産、言い換えればこれ

までの世代や現在の世代、または国、県が負担した分となります。 
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(1) 平成３０年度貸借対照表（平成 31年 3月 31日現在） 

 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。 

 

単位：千円

一般会計等 連結

1.固定資産 2,347,499 2,347,723

有形固定資産 2,245,212 2,245,212

（1）事業用資産 1,061,341 1,061,341

（2）インフラ資産 305,951 305,951

（3）物品 877,919 877,919

無形固定資産 － －

投資その他の資産 102,288 102,511

（1）投資及び出資金 － －

（2）投資損失引当金 － －

（3）長期延滞債権 － －

（4）長期貸付金 － －

（5）基金 102,288 102,511

（6）その他 － －

（7）徴収不能引当金 － －

2.流動資産 29,130 29,139

（1）現金預金 29,130 29,134

（2）未収金 － 4

（3）短期貸付金 － －

（4）基金 － －

（5）棚卸資産 － －

（6）その他 － －

（7）徴収不能引当金 － －

3.繰延資産 － －

2,376,629 2,376,862

負債の部 一般会計等 連結

1.固定負債 61,645 61,645
（1）地方債 － －
（2）長期未払金 － －
（3）退職手当引当金 － －
（4）損失補償等引当金 － －
（5）その他 61,645 61,645

2.流動負債 12,285 12,286
（1）1年以内償還予定地方債 － －
（2）未払金 － －
（3）未払費用 － －
（4）前受金 － －
（5）前受収益 － －
（6）賞与等引当金 － 1
（7）預り金 － －
（8）その他 12,285 12,285

負債合計 73,930 73,931
純資産の部 一般会計等 連結

（1）固定資産等形成分 2,347,499 2,347,723
（2）余剰分（不足分） △ 44,800 △ 44,792
（3）他団体出資等分 － －

純資産合計 2,302,699 2,302,931
負債及び純資産合計 2,376,629 2,376,862

貸借対照表

資産合計

資産の部
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 ２．行政コスト計算書 

 

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあたるもので、行政運営にかかったコス

トのうち、例えば人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービ

スに要したコストを表したものです。また、実際に現金の支出を伴うサービスのほかに、

減価償却費や退職手当引当金などの現金支出を伴わないコストまでを含んで表していま

す。 

さらに、その行政サービスの提供に対する直接の対価である使用料や手数料といった受

益者負担がどの程度あったかを把握することができます。 

経常費用と経常収益の差額である純経常行政コストは、受益者負担以外の市町村税や地

方交付税、国庫支出金・県支出金などで賄わなければならないコストを表すことになりま

す。 

こうしたコストを把握することは、組合の内部的には行政活動の効率性につながり、また、

単年度の資産形成支出の多寡にのみ着目せずに、長期的なコスト意識を醸成することにも

つながるものと考えられます。さらにこれらのコストに対し、使用料等の住民負担がどうで

あったかを明らかにすることもできます。 

 

(1) 平成３０年度行政コスト計算書（平成 30年 4月 1日～平成 31年 3月 31日） 

 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。 

 

 

 

 

単位：千円

一般会計等 連結

経常費用 1,853,904 1,853,909

1.業務費用 1,808,976 1,809,009

（1）人件費 15,329 15,361

（2）物件費等 1,734,726 1,734,726

（3）その他の業務費用 58,922 58,922

2.移転費用 44,928 44,899

経常収益 262,999 262,999

1.使用料及び手数料 165,104 165,104

2.その他 97,895 97,896

純経常行政コスト 1,590,905 1,590,910

臨時損失 － －

臨時利益 － －

純行政コスト 1,590,905 1,590,910

行政コスト計算書
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 ３．純資産変動計算書 

 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどのような要因で増減したかを表

すもので、本年度末純資産残高は貸借対照表の純資産合計と一致します。 

行政コスト計算書には計上されていない、市税、国・県等からの補助金等が本表の財源

に計上されています。また、「純行政コスト」の額が、行政コスト計算書の純行政コスト

（「経常費用－経常収益＋臨時損失－臨時収益」）をまかなうもので、金額は一致します

（純資産変動計算書上はマイナス要因です）。 

 

(1) 平成３０年度純資産変動計算書（平成 30年 4月 1日～平成 31年 3月 31日） 

 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。 

 

本組合の純行政コスト 1,590,905千円に対し財源は 1,524,567千円であり本年度差額は

△ 66,338千円のマイナスになっております。当該差額は貸借対照表の純資産から充当さ

れ返済不要な財源の費消となります。 

 

 

 

 

 

 

 

単位：千円

一般会計等 連結

前年度末純資産残高 2,369,038 2,369,349

純行政コスト △ 1,590,905 △ 1,590,910

財源 1,524,567 1,524,567

（1）税収等 1,524,567 1,524,567

（2）国庫等補助金 － －

本年度差額 △ 66,338 △ 66,343

資産評価差額 － －

無償所管換等 － －

他団体出資等分の増加 － －

他団体出資等分の減少 － －

比例連結割合変更に伴う差額 － △ 74

その他 － －

本年度純資産変動額 △ 66,338 △ 66,417

本年度純資産残高 2,302,699 2,302,931

純資産変動計算書
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 ４．資金収支計算書 

 

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１年間の資金の増減を業務活動収支・

投資活動収支・財務活動収支の３区分にわけ、どのような活動に資金が必要であったかを

示しています。また、本年度末現金預金残高は、貸借対照表の資産の現金預金の金額と一

致します。 

 業務活動収支は、日常の行政サービスを行う上での収支を表しています。投資活動収支

は、資産形成に関する収支を言います。財務活動収支とは、地方債等の借入や償還に関す

る収支を言います。 

 

(1) 平成３０年度資金収支計算書（平成 30年 4月 1日～平成 31年 3月 31日） 

 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。 

 

一般会計等の業務活動収支は399,183千円のプラスとなっています。投資活動収支は41

千円のマイナスとなっています。財務活動収支は地方債の償還支出により439,748千円の

マイナスとなっています。この結果、本年度資金収支額は40,606千円のマイナスとなりま

した。 

資金収支計算書 単位：千円

一般会計等 連結

業務活動収支 399,183

1.業務支出 1,388,383

2.業務収入 1,787,566

3.臨時支出 －

4.臨時収入 －

投資活動収支 △ 41

1.投資活動支出 41

2.投資活動収入 －

財務活動収支 △ 439,748

1.財務活動支出 439,748

2.財務活動収入 －

本年度資金収支額 △ 40,606 △ 40,606

前年度末資金残高 69,736 69,741

比例連結割合変更に伴う差額 － △ 1

本年度末資金残高 29,130 29,134

前年度末歳計外現金残高 － －

本年度歳計外現金増減額 － －

本年度末歳計外現金残高 － －

本年度末現金預金残高 29,130 29,134


